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当社は、監査役会を設置しております。監査役３名（うち社外監査役２名）の

監査役による監査を実施しております。監査役は、年間の監査方針及び監査計画

を策定するとともに、定時取締役会に常時出席し、取締役の職務執行について監

査を実施し、監査役会において意思疎通及び情報交換による重要事項の共有を図

っております。さらに常勤監査役は、経営会議その他の重要な会議に出席し、意

見具申するとともに、取締役の業務執行の適法性及び妥当性について監査を実施

しております。また、適宜会計監査人及び内部監査室と連携し、実効性のある監

査役監査を実施しております。 

⑤ 内部監査室 

当社は、代表取締役社長により直接任命された内部監査人（１名）を配置する

内部監査室を独立した組織として設置しております。内部監査人は、当社の年間

内部監査計画を策定し、業務及び会計に関わる経営活動に対して全般的な監査を

実施しております。 

⑥ 会計監査人 

当社は、会計監査人を設置しております。東陽監査法人と監査契約を締結し、

適時適切な会計監査を受けております。 

⑦ コンプライアンス委員会 

当社は、コンプライアンス体制の強化を図る目的で、社長、各本部長、及び総

務部で構成されるコンプライアンス委員会を設置しております。役職員に対する

コンプライアンス研修を年１回実施し、法令遵守の徹底を図っております。 

（２）内部監査及び監査役監査 

① 監査役監査の状況 

当社における監査役は３名以上とする旨定款に定めており、監査役監査は、当

社の常勤監査役(１名)が取締役会、経営会議のほか、コンプライアンス委員会そ

の他重要な会議に、非常勤監査役(２名)が取締役会にそれぞれ出席し、取締役か

らの聴取その他重要な決裁書類等の閲覧により、取締役会の意思決定の過程及び

取締役の業務執行について監査を実施しております。 

② 内部監査の状況 

当社における内部監査は、社長直轄の内部監査担当部門である内部監査室が、

各部署の所管業務を法令、社内規程等に従い適切かつ有効に運用されているかを

監査し、その結果を社長に報告すると共に、関係部署に適切な指導を行って、業

務上の過誤による不測の事態の発生を予防するとともに業務の改善と経営効率の

向上を図っております。 

また、内部監査室、監査役及び監査法人は、年間監査方針・監査計画等を三者

で共有しており、会計監査の結果や業務監査の結果の情報を交換し、監査の品質

向上と効率化に努めております。 

（３）会計監査の状況 

① 監査法人の名称 
東陽監査法人 

② 業務を執行した公認会計士 
指定社員 公認会計士 南泉充秀 
指定社員 公認会計士 川久保孝之 

③ 監査業務に係る補助者の構成 
当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士７名、その他２名であります。 
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④ 監査法人の選定方針と理由 
当社の監査法人の選定は、品質管理体制、独立性、監査の実施体制及び監査報

酬見積額等を指標に、総合的に勘案しております。 
⑤ 監査役及び監査役会による監査法人の評価 

当社の監査役会は、監査役会が定める評価基準書に基づき、監査法人の品質管

理体制や監査チームの独立性・専門性、監査の実施状況、その適切性や妥当性な

どの評価を行っております。 

（４）責任限定契約 

当社は、会社法第 427 条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役を除く。）と

監査役及び会計監査人との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契

約を締結することができます。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が定

める額を限度とする旨を定款に定めております。これに基づき、当社は、社外取締役

と社外監査役との間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結

しております。 

 

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

当社は、会社法に基づく機関として、株主総会、取締役会、監査役会を設置するとともに、

日常的に事業を監視する役割として内部監査室を設置しております。重要な経営判断と業務

執行の監督を担う取締役会と、取締役から独立した監査役により、経営の監督・牽制機能を

実効する体制としております。監査役は、取締役会に出席し、業務執行者から独立した立場

で意見を述べ、会社経営における意思決定プロセスの違法性や著しく不当な職務執行がない

か等、取締役の職務執行状況を常に監視する体制を確保しております。また、社外取締役１

名及び社外監査役２名を選任し、外部からの視点による経営監督機能を強化しております。

当社の企業規模、事業内容等を勘案しますと、経営の効率性及び妥当性の監視機能において

取締役が相互に監視し、かつ、社外役員の意見を参考にすることにより、経営監視機能の実

効性は確保しているものと考えております。 

 








